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大規模な内陸型地震が発生すると，地震断層が出現し土木構造物は損傷を受ける．道路橋示方書による

と，断層変位に対して影響を受けないよう架橋位置又は橋の形式の選定を行うことを標準としている．そ

のためには，地震断層の出現位置や変位量の把握が重要となる．マグニチュードなどの地震の規模と最大

変位量の関係式は数種類提案されているが，その後地震断層を伴う地震が複数発生している． 
本研究では，既往の提案式に近年の地震を追加し，統計手法によって地震の規模と地震断層の最大変位

量の関係式を提案した．また，地質・地形調査により事前に知られた活断層（推定活断層）から離れた地

点の地震断層変位量とその距離の関係を調査し，国内地震，国内外地震の縦ずれ断層，横ずれ断層に対し

て，推定活断層からの距離に応じて，最大変位量の低減割合を推定する手法を示した．  
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1. はじめに 

 
近年，我が国では内陸型の被害地震が発生し，地表地

震断層（以下地震断層）による土木構造物の損傷が多く

報告されている．2016年 4月 14日，16日に発生した熊
本地震では，俵山大橋や阿蘇大橋をはじめ多くの橋梁が

地震断層の影響による地盤変状によって深刻な被害を受

け，地域の主要動線に長期に渡る大きな影響を与えた．

これらの被害に鑑みて改定された平成 29 年度版道路橋
示方書では，「橋の耐震設計にあたっては想定される地

震によって生じ得る断層変位に対して，影響を受けない

よう架橋位置または橋の形式の選定を行うことを標準と

する．やむを得ず影響を受ける架橋位置または橋の形式

となる場合には，少なくとも致命的な被害が生じにくく

なるような構造とする等，地域の防災計画等とも整合す

るために必要な対策を講じなければならない」と断層変

位の考慮が新たに明記された．したがって，土木構造物

を建設する際には，地震断層の検討を行うことが求めら

れる．しかしながら，地震時に出現する地震断層の位置

や断層変位量など，検討に必要な情報を事前に正確に知

ることは難しい． 
松田 1）は，日本内陸における断層の長さLと気象庁マ

グニチュードMjの関係式および日本内陸における1回の
地震活動によって動く最大変位量 Dmaxと Mjの関係式を

下式のように提案した． 
 

log10𝐷max = 0.6𝐿 − 2.9 (1.1) 
 

log10𝐷max = 0.6𝑀𝑗 − 4.0 (1.2) 
 
武村 2)は，Mjと地震断層が出現する確率の関係を示し， 

5.8≦Mj≦6.5では出現率が極めて低いが，Mj≦6.8の規模
が大きい地震では地震断層が出現する割合が 100%近い
値を示すことを明らかにしている． 
片岡・日下部 3）は，1885 年から 2003 年までに発生し

た内陸地震の地震断層の最大変位量と地震規模との関係

を整理し（表-1），横ずれ断層の地震のみに着目した 1
回の地震活動によって動く最大変位量Dmaxとモーメント
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マグニチュードMwの関係式を提案した． 
 

log10𝐷max = 1.16𝑀𝑤 − 7.69 (1.3) 
 
また，同じ地震規模では逆断層の方が，横ずれ断層よ

りも最大変位量が大きい傾向があること，最大変位量と

の相関は，震源断層のすべり量と直接関係ある Mwの方

が適していることを示している． 
本研究では，片岡・日下部の方法に倣い，2016年熊本

地震までの近年の地震を追加し，最大変位量と地震規模

の関係式を提案する．また，これまでの地震では，地

質・地形調査等により事前に知られた活断層（以後，

「推定活断層」と呼ぶ．定義は後述）の位置と地震断層

出現位置にずれが見られることから，推定活断層位置か

ら地震断層出現位置までの距離Rと地震断層変位量Dの
関係を分析する． 

 
 

2. 研究方法  

 まず，地震断層が出現した地震に関する論文，調査報

告書，活断層詳細デジタルマップ 5)などから，推定活断

層位置，地震断層の出現位置，最大変位量，ずれの形態，

マグニチュードの情報（地震データ）を収集する．つぎ

に，これらの地震データをもとに，地震断層の最大変位

量 Dmax－モーメントマグニチュード Mwの回帰式を作成

する．また，推定活断層から地震断層までの距離 R－地
震断層変位量Dの関係から散布図をもとに，断層変位量
の分析を行う．本論における推定活断層とは，空中写真

判読やトレンチ調査などの調査によって認識された断層

と定義し，具体的には活断層詳細デジタルマップ（新編）

の活断層・推定活断層の両方を推定活断層として取り扱

う． 
 
(1) 地表地震断層を伴う国内地震 

地震断層の出現した地震は，2005年の片岡・日下部の
研究で用いた16地震（表-1）の後に5地震発生している
（表-2）．本研究では，横ずれ断層，縦ずれ断層と断層

のタイプ別に地震断層変位量を検討するため，断層のタ

イプが不明である 1914 年羽後仙地震，1918 年大町地震，
1925年北但馬地震，1959年弟子屈地震を除外した．また，
片岡・日下部は 2000 年鳥取西部地震は震源となった活
断層が発生前に認定されていない地域であること，地震

の規模に対して最大変位量がかなり小さいことから，地

震断層の最大変位量を推定するような必要性は低いと考

えて除外している．本論でも，片岡・日下部と同様に

2000年鳥取西部地震を除外対象とした．さらに，2008年
岩手・宮城内陸地震についても震源となった活断層が発

生前に認定されていない地域であること，断層変位や地

表-1 片岡・日下部が分析で使用した地震 3） 

発生年月日 地震名 Mj Mw 断層タイプ 
最大変位量(m) 

活断層名 
横ずれ 鉛直 

1891/10/28 濃尾地震 8.0 7.4 横ずれ断層 8 6 根尾谷断層帯 

1896/08/31 陸羽地震 7.2 6.7 逆断層 0 4 横手盆地東縁断層帯 

1914/03/15 羽後山地震 7.1 6.6 不明 0.12 0.12 － 

1918/11/11 大町地震 6.5 6.2 不明 － 0.36 寺海戸断層 

1925/05/23 北但馬地震 6.8 6.4 不明 0.06 0.5 － 

1927/03/07 北丹後地震 7.3 7.0* 横ずれ断層 3.7 1.5 山田断層帯 

1930/11/26 北伊豆地震 7.3 6.9 横ずれ断層 3.5 2.0 北伊豆活断層系 

1943/09/10 鳥取地震 7.2 7.0 横ずれ断層 1.5 1.0 岩坪断層帯 

1945/01/13 三河地震 6.8 6.6 逆断層 1.3 2.0 深溝断層 

1948/06/28 福井地震 7.1 6.8 横ずれ断層 2.05 0.36 篠岡断層 

1959/01/31 弟子屈地震 6.3 6.0 不明 － 0.1 － 

1974/05/09 伊豆半島沖地震 6.9 6.4 横ずれ断層 0.45 0.30 石廊埼断層 

1978/01/14 伊豆大島近海地震 7.0 6.7 横ずれ断層 1.0 0.4 根木の田断層 

1995/01/17 兵庫県南部地震 7.3 6.9 横ずれ断層 2.0 1.1 六甲－淡路断層帯 

1998/09/03 岩手県北部地震 6.2 5.9 逆断層 0.35 0.35 雫石断層帯 

2000/10/06 鳥取県西部地震 7.3 6.7 横ずれ断層 0.35 － － 

       (*片岡・日下部の値は 7.2であるが，USGSの値を採用した)  （  は分析対象外） 
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震動による地盤変状により断層変位が増大した可能性を

有することから除外した．本研究で収集した地震データ

の地震規模は全てUSGSのデータを使用している．  
 

(2) 地表地震断層を伴う国外地震 

本論では地震の規模と地震断層変位量の関係について，

国外地震を追加して検討を行う．片岡・日下部が分析時

に用いていた Wells and Coppersmith（1994）4）の世界の内

陸地震データ 80 に，1994 年以降に地震断層が国外で出
現した地震10を追加した（表-3）．表-3に示すように，
横ずれ断層，逆断層，正断層は53，32，19地震である．
ただし，Wells and Coppersmithの 1930年北伊豆地震に関し
ては片岡・日下部の地震データを使用した． 
表-1，表-2より，国内地震の正断層，逆断層を含む縦

ずれ断層型地震のMwの上限値は 7.0，地震断層が出現し
た下限値は5.9であり，横ずれ断層型地震のMwの上限値

は 7.4，下限値は 6.4である．一方，国内外の地震につい
ては，縦ずれ断層型地震のMwの上限値は 7.9，下限値は

5.2であり，横ずれ断層型地震のMwの上限値は8.1，下限
値は 5.6である． 
  
(3) 推定活断層と出現した地震断層の距離と地震断層変

位量の関係 

 まず，活断層調査，地震後の断層変位調査が十分に行

われている 2004 年新潟中越地震，2011 年福島県浜通り
の地震，2014年長野県神城断層地震，2016年熊本地震を
対象として，地震断層変位の出現した位置，変位量の明

記されたデータを調査報告書（一例として図-1 に示

す），論文等から取得する．その際，片岡・日下部の扱

った過去の地震に関するデータも使用した．つぎに，目

視で推定活断層から地震断層変位が出現した箇所までの

距離Rが最短距離になるように，活断層詳細デジタルマ
ップの計算機能を用いて測定した． 
  

表-2 本研究で追加した国内地震 

発生年月日 地震名 Mj Mw 断層タイプ 
最大変位量(m) 

活断層名 文献 
横ずれ 鉛直 

2004/10/23 新潟県中越地震 6.8 6.6 逆断層 － 0.7 小平尾断層 
六日町盆地西縁断層 

6) 

2008/06/14 岩手・宮城内陸地震 7.2 6.9 逆断層 1～3.5 0.5 － 7) 

2011/03/11 福島県浜通りの地震 7.0 6.6 正断層 0.5 2.1 湯ノ岳断層 
井戸沢断層 

8) 

2014/11/22 長野県神城断層地震 6.7 6.2 逆断層 0.5 0.9 神城断層 9)，10)，11) 

2016/04/16 熊本地震 7.3 7 横ずれ断層 2.2 2 布田川断層 
日奈久断層 

12) 

                                       （  は分析対象外） 

表-3 本研究で追加した国外地震 

発生年月日 地震名 Mw 
最大変位量（m） 

断層タイプ 文献 
横ずれ 鉛直 

1995/10/1 ディナール地震 6.4 0.2 0.37 正断層 13) 

1999/08/17 イズミット地震 7.6 4.9 － 横ずれ断層 14) 

       

1999/09/21 集集地震 7.7 4 10 逆断層 15)，16) 

1999/11/12 ボル・デュズジェ地震 7.2 5.3 3 横ずれ断層 17)，18) 

2001/11/14 中国崑崙山中部地震 7.8 16.3 － 横ずれ断層 19) 

2002/06/22 イラン西部地震 6.5 － 0.1 逆断層 20) 

2005/10/8 パキスタンの地震 7.6 0.1 5.5 逆断層 21) 

2008/05/12 中国四川大（汶川）地震 7.9 4.7 5.15 逆断層 22)，23) 

2013/10/15 フィリピン・ボホール島の地震 7.1 － 2.4 逆断層 24) 

2016/11/14 カイコウラ地震 7.8 6 8 逆断層 25)，26) 
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3. 分析結果 

 

(1) 最大変位量とモーメントマグニチュードの関係 

 国内地震を対象として，両断層タイプの Mwと Dmaxの

関係を図-2，縦ずれ断層型，横ずれ断層型地震の回帰式

を式(3.1)，(3.2)に示す． 
 
縦ずれ断層型 

log10𝐷max = 1.00𝑀𝑤 − 6.3 (3.1) 
 
横ずれ断層型 

log10𝐷max = 1.21𝑀𝑤 − 8.1 (3.2) 
 
ここに，𝐷𝑚𝑎𝑥は地震断層の最大変位量（m），𝑀𝑤は

モーメントマグニチュードである． 
式(3.1)，(3.2)の相関係数は 0.82，0.91である．また，横

ずれ断層型の回帰式は片岡・日下部の式(1.3)（相関係数
0.92）とほぼ同等で相関係数もほとんど変わらない． 
つぎに国内外地震を対象に，断層のタイプごとに分析

を行った結果として，Mwと Dmaxの関係を図-3，縦ずれ

断層型地震，横ずれ断層型地震の回帰式を式(3.3)，(3.4)
にそれぞれ示す． 
 
縦ずれ断層型 

log10𝐷max = 0.66𝑀𝑤 − 4.4 (3.3) 
 
横ずれ断層型 

log10𝐷max = 0.94𝑀𝑤 − 6.3 (3.4) 
 
式(3.3)，(3.4)の相関係数は 0.66，0.91であり，縦ずれ断

層と横ずれ断層では，相関係数には大きな差が生じた． 
さらに，断層変位量はMwごとに正規分布に従うと仮

定し，将来に渡って観測値の 90%，95%をカバーすると
推定される予測区間の上限側（信頼水準）95%，97.5%
を示す．国内外地震を対象として縦ずれ断層，横ずれ断

層変位の信頼水準𝐷̅max95%，97.5%の上限式を式(3.5)～
(3.8)に示す． 

 
縦ずれ断層型 
信頼水準 95%

2
maxlog 0.66 4.4 0.034( 6.6) 0.59w wD M M= − + − +  

 (3.5) 
信頼水準 97.5%

2
maxlog 0.66 4.4 0.049( 6.6) 0.85w wD M M= − + − +  

 (3.6) 
  

 

図-1 2016年熊本地震に伴う地震断層の分布 5） 

 

 

図-1 最大変位量－モーメントマグニチュード 

の関係（国内地震） 
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図-3 最大変位量－モーメントマグニチュード 

の関係（国内外地震） 
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横ずれ断層型 
信頼水準 95%

2
maxlog 0.94 6.3 0.0098( 6.9) 0.178w wD M M= − + − +  

 (3.7) 
信頼水準 97.5% 

2
maxlog 0.94 6.3 0.014( 6.9) 0.256w wD M M= − + − +  

 (3.8) 
 

 また，図-6 に国内外地震を対象として，縦ずれ断層，

横ずれ断層の最大変位量 Dmaxを大幅に超えない目安式

(3.9)，(3.10)を示す． 
 
縦ずれ断層型 

2
max 102.0( 9.1) log ( 4.0)w wD M M= +  −    (3.9)  

 
横ずれ断層型 

4
max 108.0( 9.1) log ( 4.0)w wD M M= +  −      (3.10) 

 

(2) 断層変位量と推定活断層からの距離の関係 
推定活断層から地震断層までの距離Rと地震断層変位

量 D の関係を図-7 に示す．地震断層は推定活断層上に

出現することが多く，R = 0km 地点付近に多く観測され

ること，推定活断層から距離が離れるにしたがって地震

断層変位量は小さくなることが確認できる．ただし，図

中のプロットデータは，図-1 などに記載された地点に

おいて測定された鉛直及び水平変位量であり，測定地点

間の距離は異なることから各データの重みは異なるもの

の，近傍での最大変位量と考えられる． 
縦ずれ断層，横ずれ断層の推定活断層から既往の国内

地震で実際に発生した地震断層までの距離R（km）と各
モーメントマグニチュード Mwの地震断層変位量を推定

式(3.9)，(3.10)より算出した推定値で除して標準化した地
震断層変位量D（m）を図-8，図-9に示す．ただし，横 
軸は常用対数表示であるため，推定活断層上に出現した

地震断層（R = 0km）は，R = 0.01kmに出現したものとし
た．また，図中には，縦ずれ断層と横ずれ断層について

非超過確率 95%，98%の曲線を付記している．この際，
Youngs et al.27）が主断層からの距離に応じて断層変位を統

計的分析した回帰式を bRae− の関数としていることから，

本研究における非超過確率曲線も同じ関数として同定し

た．ただし，a，bは係数を表する．縦ずれ断層，横ずれ
断層の非超過確率曲線を式(3.11)，(3.12)にそれぞれ示す．  

 
図-5 モーメントマグニチュードー最大変位量の関係 
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図-6 モーメントマグニチュードー最大変位量の上限の 
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図-4 モーメントマグニチュードー最大変位量の関係 
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縦ずれ断層型 

maxRV RVD A D=                              (3.11) 

1.9 R
RVA e−=  （破線：非超過確率 98%） 

0.31.8
Re

RVA e−= （実線：非超過確率 95%） 

 
横ずれ断層型 

maxRH RHD A D=                     ( (3.12) 

1.6 R
RHA e−=  （破線：非超過確率 98%） 

0.251.9
Re

RHA e−= （実線：非超過確率 95%） 

 
ここに，𝐷̅𝑅は推定活断層から地震断層までの距離 R に

応じた上記の非超過確率の断層変位量であり，𝐷maxは

式(3.11)，(3.12)で与えられる最大断層変位の回帰式の値，
𝐴𝑅は𝐷maxの低減係数を意味する． 
 

 

4. 結論 

 

本研究では，国内地震を対象とした片岡・日下部の横

ずれ断層のモーメントマグニチュード Mwと最大地震断

層変位量Dmaxの関係式を更新し，縦ずれ断層のMwとDmax

の関係式を新たに提案した．また，国内外地震の縦ずれ

断層，横ずれ断層のデータに基づいて Mwと Dmaxの回帰

式を作成した．さらに，推定活断層と異なる地点で地震

断層が発生した場合に，推定活断層から地震断層までの

距離に応じて，最大地震断層変位量が回帰式から低減さ

れる割合を推定する手法を提示した．  
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図-8 推定活断層から地震断層までの距離と断層変位量の 

低減係数Avの関係（縦ずれ断層） 
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図-9 推定活断層から地震断層までの距離と断層変位量の 

低減係数Avの関係（横ずれ断層） 

 

図-7 推定活断層から地震断層までの距離－地震断層変位量 
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PREDICTION OF SURFACE FAULT RUPTURE DISPLACEMENT 

BASED ON STATISTICAL ANALYSIS 
 

Ryoma MOROI, Hisakazu SAKAI,  Masayuki YOSHIMI and Yoshio KAJITANI 
 

In Japan, several strong inland earthquakes have occurred in the last ten years, and the resulting surface-rupture displacements 
triggered severe damage to infrastructures. For the construction of a new bridge, the Japanese specifications for highway bridges 
stipulate that either a location or a type of bridge that is unaffected by surface rupture must be selected. Therefore, it is crucial to 
predict the amount of displacement caused by the surface rupture in a scenario earthquake. Matsuda and Kataoka & Kusakabe 
proposed relationships between the maximum surface-rupture displacement and the scale of earthquake magnitude. However, 
fifteen years or more have passed and five earthquakes have occurred in Japan since their proposals. 

In this study, we added recent earthquake data to the statistical result of Kataoka and Kusakabe and revised the relationship 
between the earthquake magnitude and the maximum surface-rupture displacement. Further, we investigated the relationship 
between the surface-rupture displacement and the distance from the predicted active faults. Conclusively, we have proposed two 
regression equations for the earthquake magnitudes and surface-rupture displacements that have high-correlational relationship 
with the longitudinal and transverse faults, based on the domestic and international earthquake reports. In addition, we have de-
veloped a methodology to estimate the largest surface-rupture displacement at arbitrary points.  

 
 


